
東京都消費者被害救済委員会

＜紛争処理＞
東京都消費生活総合センター等に寄せられた
苦情・相談のうち、都民の消費生活に著しく
影響を及ぼし、又は及ぼすおそれのある紛争
について、知事の附属機関である東京都消費
者被害救済委員会に付託し、「あっせん」・
「調停」を行うことにより、公正かつ速やか
な解決を図っている。

＜訴訟援助＞
付託案件に係る消費者訴訟について訴訟資金
の貸付け等の必要な援助を行っている。
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令和７年度 処理実績

NO 号 件 名 申立人 付託依頼機関
処理期間

部 会※ 処理結果
付 託 報 告

１ 98号  個別クレジットを利用し
た全身脱毛エステティッ
ク契約に係る紛争

21名  都センター（７名）
 11区市町村（14名)

R6.10.22 R7.9.30  第二部会 あっせん解決
 

２ 99号  家庭教師及び関連する教
材等の契約に係る紛争 

１名 区市町村（１名） R7.7.18  ―  第二部会 審議中

３ 100号  高齢者等終身サポート契
約に係る紛争 

１名  都センター（１名）
 

R8.1.7  ―  第一部会 審議中

○ 前年度からの継続件数：１件、新規付託件数：２件

 ※ 第一部会：指針提示型の部会、第二部会：迅速解決型の部会 

令和８年３月31日現在

東京都消費者被害救済委員会
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NO 号 件 名 申立
人 付託依頼機関

処理期間
部 会※ 処理結果

付 託 報 告

１ 99号  家庭教師及び関連する教
材等の契約に係る紛争 

１名 区市町村（１名） R7.7.18  R８.4.22  第二部会
 

あっせん解決

２ 100号  高齢者等終身サポート契
約に係る紛争 

１名  都センター（１名）
 

R8.1.7  ―  第一部会
 

審議中

※ 第一部会：指針提示型の部会、第二部会：迅速解決型の部会 

令和８年６月30日現在

東京都消費者被害救済委員会
令和８年度 処理実績
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被害防止啓発・情報提供
若者の消費者被害防止啓発

毎年１~3月
 若者向け悪質商法被害防止キャンペーン

   ※関東甲信越ブロックでの共同開催
 成年年齢引き下げに伴う消費者被害
 防止啓発の若者参加型事業

高齢者の消費者被害防止啓発
 毎年9月
 高齢者向け悪質商法被害防止キャンペーン
  ※関東甲信越ブロックでの共同開催
 悪質商法注意喚起プロジェクト

  ・宅配事業者等と連携し、注意喚起リーフレット
  約1６万部配布

R7年度「「怪しい」と気づかなければ悪質商法の思うツボ。」R7年度
「みんなで防ごう! 悪質商法にレッドカード!! 高齢者の見守り

は地域でワンチーム。悪質商法を見逃さない。」 16



 都民が「自立した消費者」として主体的に行動できるよう、講座を開催、教育教材を提供

消費者教育教材等の作成・配布消費者教育講座の開催

中学生・若者向け
消費者教育WEB教材

成人・高齢者向けDVD

消費者教育

講座名 目的・内容 実績 

啓発講座 話題性のあるテーマによる講義や実験など、 
消費生活に役立つ知識の習得を目指す 

26 回 
4,858 名 

消費者問題 
マスター講座 

消費者問題を体系的に学ぶ講座 
地域、職場などで中心的な役割を担う人材を育成 

26 回 
2,721 名 

消費者問題 
教員講座 

学校での消費者教育に必要な知識を提供 
 ※夏期開催 

16 回 
1,070 名 

   主  催 
・消費者問題の基礎を体系的に学ぶ連続講座 
・地産地消等をテーマにした食育講座 
・親子（小学生）対象の夏休み講座 

24 回 
4,515 名 
視聴回数 

14,995 回 

     共  催 
(市町村) 

多摩地域の自治体と共催での実施 
 ※市町村支援の一環 

23 回 
766 名 

多
摩
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
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多摩消費生活センター主催講座概要
食育講座
○食育・地産地消をテーマとした講座（年６回）
・食品表示のキホン ・フレイル予防で健康維持 ・東京の地産地消（調理実習） 等
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消費者問題連続講座

○消費者が安心して生活するための基礎知識や
消費者問題に関する体系的な知識を学ぶ（全10テーマ）

・エンディングノートの活用

・最新の葬儀とお墓事情

・高齢者を狙う悪質商法ご用心︕

・住宅リフォームの基礎知識

・成年後見制度と民事信託

・高齢期に必要な保険

・紙モノの生前整理

・デジタル遺品の生前整理

・賢い遺言書の書き方と相続の考え方

・高齢者向け住まいの種類と選び方のポイント

多摩消費生活センター主催講座概要
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親子夏休み講座
○小学生とその保護者を対象に親子で消費者問題を学ぶ
（全８回）7回はYouTube配信、1回は、立川防災館での体験講座
・親子で学ぶ賢いお金の使い方
・ネット・スマホのルールやマナーを知ろう
・野菜を知って、感じて、なかよくなろう
・プラスチックリサイクルについて知ろう 等

※令和７年度防災体験の様子。日ごろの暮らしの事故の注意点についても講義

多摩消費生活センター主催講座概要
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高齢者の見守りによる消費者被害の防止と早期発見

高齢者見守り人材向け出前講座
ケアマネジャー、ホームヘルパー

などの介護事業者、民生委員・児童
委員等高齢者を見守る人々を対象と
した出前講座の実施

高齢者の消費者被害防止のための
見守りネットワークの構築・強化

区市町村における見守りネットワークの
充実・強化に向けた支援
区市町村の消費者安全確保地域協議会設置に
向けた支援

町会・自治会との連携
高齢者が騙されやすい事例等

をわかりやすく解説したりーフ
レット及び冊子を、掲示や回覧
による周知の協力依頼

東京都かわら版
町会・自治会の掲示板を通じて、
都の施策を地域の人たちに伝え
る事業を開始
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若者参加型の普及啓発
 ・ 若者の消費者トラブルについて、CMシナリオ・動画の公募や
  動画制作を実施
 ・ SNS等による情報発信等でプロモーション展開

 R７年度 応募実績：7,295件
※重層的な広報展開によるターゲットへの確実なリーチ

公募開始
６月

優秀作品決定

プロモーション 
(動画配信・フォーラム 等)

２−３月 

R７年度スケジュール

成年年齢引下げを踏まえた強化事業
優秀賞３作品

さささんさん（都立小平南高等学校）の
作品

広瀬 蒼真さん（都立国分寺高等学校）
の作品

ゆちさん（東京家政学院大学）の作品

11月 
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消費者教育コーディネーター
・ 教育庁等との連携による周知や学校への働きかけ
・ 教職員等、学校からの個別相談への対応
・ 授業や学校行事等における教材や出前講座等の活用方法

などの提案  

  R７年度実績 ：   個別相談57校、コーディネート40校
       

授業
課外活動
学校行事

など

コーディネーター

学校
消費者教育教材
出前講座
若者参加型事業

など

周 知

提 案

質問・相談

消費生活総合センター 都教委・
私学部

区市町村

大学等と連携した若者への消費者教育
・ 令和６年度に大学等を対象とした消費者教育コーディネーターを設置
・ 東京都専修学校各種学校協会等への協力依頼
・ 大学や専修学校等への働きかけ
・ 新入生ガイダンスでの出前講座やサイネージでの啓発動画放映

などの提案  

   実績 ： サイネージでの動画放映や学園祭でのブース出展等

サイネージでの動画放映の様子 学園祭でのブース出展の様子
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活動支援・協働
出前事業
消費者団体・グループが主催する消費者問題に係る講座に
講師等を派遣

出前講座 東京都消費者啓発員の講師派遣
令和７年度実績 ２５０回

出前寄席 大学の落語研究会等を演者として派遣。
令和７年度実績 ４１６回

消費者月間事業
消費者団体と共催で、消費生活について楽しく学べる
イベント「くらしフェスタ東京」を開催

交流フェスタ テーマ「未来のために今できることを」
令和７年10月24、25日
約１６,０００人参加

エシカル消費 オンライン講演会  視聴回数：1,383回
「楽しいエコライフ〜悲壮感のない節約・
節電・節水術教えます！〜」

交流フェスタ

出前講座
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「伝わる」広報の推進

【メディアへの露出目標】
 テレビ番組（NHK又は地上波キー局）又は新聞（全国紙）又は雑誌 10メディア以上
デジタルメディア 20メディア以上

 

上記以外にもプレス資料等を都庁記者クラブ以外のメディアに配信（各種講座情報等）

メディアへのアプローチのテーマ 実施予定月
高齢者向け消費者被害防止
（キャンペーン、高齢者被害110番等） ８月〜10月

特別相談（多重債務、高齢者、若者） ８月及び２月

消費者月間事業
（メインシンポジウム、交流フェスタ、各種イベント） ８月〜11月

若者向け消費者被害防止
（キャンペーン、若者参加型事業、若者トラブル110番等） 12月〜３月

都の発信する消費生活情報を、民間事業者が有するノウハウ等を活用して
マスメディアに効果的に露出させることで、より多くの都民等に「伝わる」広報を推進

令和８年度「消費生活情報の発信に係るパブリシティサポート業務委託」
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２．定数 （令和８年４月１日現在）

一般職員
会計年度
任用職員

活動推進課 22（2） 20
・消費者活動支援専門員
・消費者教育コーディネーター
・消費者教育啓発専門員   など

相談課 13（2） 53
・消費生活相談員
・相談情報システム専門員
・消費生活技術支援専門員 など

計 35（4） 73
カッコ( )は管理職数

定数
備考課

１．令和８年度予算額 単位：千円
８年度
予算額

前年度
予算額

増(△)減

 消費生活センター事業 611,539 605,507 6,032
 消費生活相談等 333,638 324,466 9,172
 情報提供、消費者教育及び活動支援 210,786 207,345 3,441
 相談テスト 3,502 3,502 0
 消費生活総合センターの管理運営 63,613 70,194 -6,581

 多重債務問題に対する総合的な取組の推進 2,730 2,704 26
 多重債務問題対策 2,730 2,704 26

 企画調整 2,763 2,763 0
東京くらしWEB関連 2,763 2,763 0

 特定財源合計 17,634 24,725 -7,091
 使用料及手数料 1 1 0
 諸収入 68 68 0
 財産収入 17 17 0
 国庫支出金 17,548 24,639 -7,091

599,398 586,249 13,149

歳

出

歳

入

差引一般財源

区分

予算・定数
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